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1． はじめに 

 本研究は、既報「地域主体の持続的まちづくり活

動の動向と特性－長野県の NPO 法人を対象として

－」に引き続く一連の研究である。 
 地域主体の「まちづくり活動」に視座を置き、自

発的なまちづくり活動が展開されている地方都市・

長野県（人口密度：全国 38 位）を対象として、地域

主体の持続的まちづくり活動に関する基礎的知見を

得ることを目的とし、主にまちづくり活動の動向と

特性について、活動の担い手である運営者並びに活

動の主体である参加者の特性を整理し、他の組織と

の交流や協力関係について検討し、さらに定住意識

や参加の実態・反応、活動意識について報告する。 
 
2． 調査概要（図 1,表 1） 

 調査対象地である長野県は77の市町村から構成さ

れ、10 の広域地域（佐久、上田、諏訪、上伊那、南

信州、木曽、松本、北アルプス、長野、北信）で構

成されている。調査方法は前稿と同様であり、まち

づくり注 1)を中心に活動する NPO 法人を対象にアン

ケート調査（2017 年 5 月～8 月、2018 年 6 月から 7
月）注 2)を実施した。また、2017，2018 年ともに回

答を頂けた 20組織の内7組織に現地にて直接聞き取

るヒアリング調査(2019 年 5 月)を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 調査概要 

 
 
 
 
 

 
表１ 調査概要 

 
3． まちづくり活動の担い手である運営者（図 2） 

 運営者に関して、「業種」「性別」「年齢」について

整理した。運営者は「一般市民」の割合が最も高く

84.9％、次いで「商工業者」5.8％、「農林漁業従事者」

3.9％の順であった。全体では、男性 68.2％、女性

31.8％と男性の割合が高くなっている。年齢層でみ

ると、60～74 歳の割合が高く、「一般市民」は、70
～74 歳が多く関わっている特性がみられる。組織の

構成メンバーは 50 歳以上の「一般市民」の割合が高

く、男性の割合が高いことが分かった。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
図 2 運営者の構成（N=1113） 

 
4． まちづくり活動の主体である参加者（図 3） 

 参加者に関して、運営者と同様に「業種」「性別」

「年齢」について整理した。「一般市民」が 98.3％を

占めている。全体では、男性 68.9％、女性 31.1％と

男性の割合が高くなっている。年齢層でみると、「一

般市民」では 10～14 歳、40～44 歳の割合が高く、

幅広い年齢層が参加している実態がみられる。参加

地域 佐久 上田 諏訪 上伊那 南信州 木曽
2017,2018 配布部数 140 104 82 89 95 22

回収部数 12 14 7 10 16 3
回収率 8.6% 13.5% 8.5% 11.2% 16.8% 13.6%

2019 調査組織 1/2 1/2 0/1 0/3 0/3 0/1
地域 松本 北アルプス 長野 北信 未分類 合計

2017,2018 配布部数 220 41 285 50 1 1129
回収部数 18 0 35 6 1 122
回収率 8.2% 0.0% 12.3% 12.0% 100.0% 10.8%

2019 調査組織 2/2 0/0 1/5 2/2 0/0 7/21
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者は若年層から高齢層まで幅広い年代の方が参加し

ていることがわかり、地域内外から多くの方々が参

加していることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 参加者の構成（N=1597） 
 

5． 他の組織との交流や協力（図 4,5,14,表 2） 

 アンケート調査で回答を得た 122 組織の内、68 組

織が他の組織と交流や協力を行い、約 6 割の組織で

交流や協力の関係性を有している。他の組織と交流

や協力が行っている組織は、長野県内における他の

地域の組織に加えて、長野県外の組織とも交流・協

力関係を築いており、長野市、松本市、上田市等の

比較的人口の多い地域において交流・協力の関係が

多くみられる。 
また、ヒアリング調査で回答を得た 7 組織すべて

が他組織と交流や協力の関係を有していた。他の組

織や団体と交流・協力関係にある目的については、

当初の組織の目的を達成するためや、現在行ってい

る活動の推進を図るため、観光客を対象に地域の観

光地化を図り、地域に足を運ぶ観光客を増加させる

ために協力関係を築き、協働して地域活性化を行う

目的等もみられた。類似の活動を行う組織と協力関

係を作ることで得られる情報や支援があるため、そ

れをお互いに共有し、活動しやすくする効果もある

と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 他の組織との交流や協力(2017,2018) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 他の組織との交流や協力(2017，2018) 
 

 
 
 
 

図 5 他の組織との交流や協力(2019) 
 
6． 定住意識・参加実態・活動意識（図 6,7,8,9,10,14） 

 アンケート調査における全ての回答者が現在の居

住地に継続して居住したい意識があり、その理由と

して「親戚・友人・知人が多いから」「公園や自然環

境があるから」など近隣との関係や環境が良好であ

ることが挙げられた。また、地域で行われている活

動に対して「時間があれば参加している」が 44.9％、

「積極的に参加している」が 36.7％を占めている。

活動意識をみると 8 割以上が活動に対して有意義で

あると意識しており、まちづくり活動の持続性に繋

がる居住者意識が醸成されていると考えられる。 
また、ヒアリング調査では、全ての組織が現在居

住している地域に今後も居住すると回答した。居住

理由は様々ではあるがどの組織も自然が豊さや、利

便性はないが近隣居住者にも恵まれ生活しやすい環

境にあることが理由としてあげられた。また、「この

地域を離れられない」や「ずっとこの地域で育って

きた」という意識が高く、居住する地域に愛着があ

ることが伺える。 
余暇活動については、家庭菜園や畑仕事等の活動

が多く、次いでスポーツ関連であった。家庭菜園や

畑仕事は、まちづくり活動の一環で実施する機会が

あったため、家庭(プライベート)でも育てるようにな

ったことや居住する地域で生活するうえで必要にな

ったため始め、楽しく続けているなどの意識がある

ことが明らかになった。余暇活動の継続性について

は、71.4％の組織が「継続する」と回答した。 
 

数 エリア 市町村 数 エリア 市町村
小諸市 1 上松町 1 木曽 上松町
御代田町 1 佐久 軽井沢町 木曽町 2
佐久市 2 佐久 佐久市 南木曽町 1 木曽 南木曽町
佐久穂町 1 佐久 佐久穂町 松本市 6 松本 松本市

上小 上田市 安曇野市 1 松本 安曇野市
長野 千曲市 松本 塩尻市

東御市 2 上小 東御市
佐久 小諸市 小川村 2 東京都

千曲市 4 長野 千曲市
下諏訪町 1 長野 長野市
原村 1 大北 小谷村 北信 木島平村
辰野町 1 松本 松本市
飯島町 1 上小 上田市 佐久 佐久穂町
駒ケ根市 1 上伊那 駒ケ根市
中川村 1 上伊那 飯島町 飯山市 2 北信 飯山市
飯田市 2 飯伊 飯田市 北信 中野市
豊丘村 3 飯伊 喬木村 長野 長野市
高森町 1 飯伊 高森町 木島平村 1 北信 木島平村
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不明
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図 6 定住意識（N=47） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 定住理由（N=526） 
 
 
 
 

図 8 参加状況（N=49） 
 
 
 

図 9 活動意識（N=45） 
 
 
 

図 10 居住性（N=7） 
 
7． 参加者の反応(図 14) 

ヒアリング調査結果から、活動に参加した参加者

の反応は、運営者側の活動の結果に類似していると

考えられる。回答を得られた組織の内容をみていて

も、事例 A は、セミナーや見学会を行うことでそこ

に訪れた人の暮らし方を見つめなおす機会を与えて

いた。事例 B では、小さな児童は、先入観を持たず

に障害児と交流することができ、そこから保護者同

士の交流も生まれたと運営者が予想した通りの反応

があった。また、農業体験では農協の方が携わるこ

とで地域居住者の方だけでなく、協同組合内でも障

害児に対する理解が深まったと考えられる。事例 C
は、大学の留学生と活動を行っており、活動に参加

した留学生が SNS などで活動について発信したり、

活動を通して得た知識や地域の魅力をより深く感じ

たい、この地域で暮らしていきたいと感じる回答を

得た。以上の結果以外にも参加者側の意識変化が多

くあったという意見もあり、複数回、活動に参加し

たり、近隣居住者と一緒に参加する等活動の幅が広

がっている。 
 
8． 組織の継承理由・結果(図 11,12,13,14) 

 アンケート調査において、活動組織を継承してい

きたいと答えた組織が 95.2％を占めた。その理由と

して活動に対して有意義であると 84.5％の組織が回

答していることから地域にとって組織の活動が必要

であり、その活動を通して組織の存在意義を得られ

たことがわかる。 
また、ヒアリング調査では、全ての組織が活動を

行って良い結果が得られたと回答した。最も意識の

高かった事例 A は、自分たちが実際に暮らしている

古民家を一般の方に公開し、古民家での暮らしを実

際に体験できるような活動や各地に出向いてセミナ

ーを行っており、その結果として古民家に憧れを抱

いていた方や余生を古民家で過ごしたい方などの関

心が一層高まり、実際に古民家で生活を始めている。

また、役所や地域新聞などで組織の活動が取り上げ

られてことで古民家の良さをセミナーや見学に来た

方だけでなく、幅広い世代の地域居住者に広めるこ

とができたと思われる。次いで意識の高かった事例C
は、清掃活動や農業体験などを中心に活動しており、

以前と比べてまちがきれいになり、活動を通して地

域の方々との交流があったため活動を重ねるごとに

活動中に地域居住者に声をかけてもらえることが多

くなったという回答を得た。このような小さな交流

から地域の輪が広がることで、地域・まちの持続性

に寄与すると言えよう。また、大学の留学生と共に

活動を行う機会があり、国内に留まらず、世界にま

ちの良さや楽しさを発信できていることもこの組織

活動の果たす意義が大きいと考えられる。 
 以上の結果から活動を継続的に行うことにより、

運営する側も参加する側も良い方向に意識が向いて

いると考えられる。また、活動の継続意思について

は、全ての組織が継続すると回答した。継続理由と

して、活動を行ったことで活動の参加者の反応をよ

り近く感じられるようになったことや地域交流や組

織同士の関係が深まったこと、組織が目的としてい

ることを参加者に広められていることなどが挙げら

れた。 
 
 
 
 

図 11 活動の継承性（2017・2018） 
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図 12 活動の継承理由 
 
 
 
 

図 13 活動の継承性（2019） 
 
9．まとめ 

1）アンケート調査から得られた結果から、まちづく

り活動の担い手である運営者においては、地域内に

居住している高齢者を中心とした一般市民が組織の

運営に関わっている特性がみられた。一方で、まち

づくり活動の主体者である参加者においては、地域

外に居住している若い世代の参加も多い特性がみら

れた。 
2）他の組織との交流や協力を行っている組織は全体

の約 6 割を占め、その多くが長野県内外の組織と交

流・協力関係を築いている。それらの組織は長野市

のような都市部と連携している傾向がみられた。ま

た、他の組織との交流や協力を 7 組織全てが行って

おり、当初の組織の目的を達成するため、かつ、活

動をより活性化させるために協力関係にあることが

分かり、地域で行われている活動や他組織との交流 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を図ることで知識や経験を重ね、組織活動を持続さ 
せていく意思がみられた。 
3）運営者は継続して地域に居住したい高い意識を有

しており、その定住意識の高さが活動への参加意識

の高さと呼応して、活動への参加が有意義であると

意識する活動意識の高さに繋がっていると考えられ 
る。また、定住意識に関しては、長年、その地域で

生活し、活動を行ったり、活動を行うために移住し

たことなどから地域に対する定住意識は高いと思わ

れる。すべての組織が地域の自然の豊かさに触れて

おり、不便な面もあるものの近隣との関係も良好で

あるため今後も現在居住する地域に居住していきた

いと全ての組織から回答を得た。 
4）継承性については、地域にとって組織活動が必要

であり、その活動を通して、組織の存在意義を得ら

れたことや組織が目的としていることを参加者側に

広められていることで、組織を継承していく意義を

見出せたと感じる。 
 組織活動を持続させていくことで、周辺地域だけ

でなく、長野県内や県外にも影響し、まち自体の活

性化につながっていくと考えられる。 
今後は引き続き、本調査で得られた運営者のまち

づくり活動に対する意識の側面から整理し、地域主

体のまちづくり活動の持続性について検証を深めた

いと考える。 
注 
注１） 参考文献１）の「特定非営利活動法人の活動分野について」

において、「まちづくり」に該当するＮＰＯ法人を抽出して

いる。 
注２） 主なアンケート調査項目は以下の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 

①活動組織について 活動拠点、組織特性等

②運営者について
属性（一般市民・事業従事者・行政・専門家等）、性別、年齢、居住地
（地域内・外）、居住年数、構成人数等

③活動内容について
活動名、活動内容、活動分野、活動場所、活動期間、活動頻度、活
動時間等

④参加者について
属性（一般市民・事業従事者・行政・専門家等）、性別、年齢、居住地
（地域内・外）、居住年数、構成人数等

⑤運営者の意識について
参加者の参加理由、活動目的、活動を行った後の活動意識、活動の
継承（目的・意識・理由）等

主なアンケート調査項目

図 14 組織の意識関係 
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